
従業員を雇っている事業主の皆さまへ

問い合わせ先

03-637 

「36協定」の締結・届出と「電子申請」の活用をお願いします

平素より厚生労働行政にご理解・ご協力いただきありがとうございます。

この度は、皆さまの会社の労務管理に関係する大切なお知らせを送付させていただきました。

このリーフレットの内容に関するお問い合わせは、お近くの労働基準監督署までお気軽にお寄せくだ

さい。

|0「36協定」の締結・届出についてI
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従業員を残業させる場合には、あらかじめ、労使で協定 (「36協定」）を締

結した上で、所轄の労働基準監督署に「36協定届」を届け出る必要がありま

す。
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く様式が変わります！ ＞ 
令和 3年4月 1日から、「36協定届」の様式が変わります。

・届出の際、使用者の押印及び署名が不要になります。

・過半数労働組合及び過半数代表者についてのチェック

ボックスが新設されます。

► 新しい「36協定届」の様式は、こちらからダウンロードできます。

（労働基準法関係主要様式

► 「36協定届」の作成を支援します！

ウェブ上の入カフォームに必要事項を入力して印刷することで、労働基準監督署に

そのまま届出が可能な「36協定届」を作成できる無料ツールを公開しています。

スタートアップ労働条件 置
|0「電子申請」の活用についてI

労働基準監督署で行う届出や申請等については「電子申請」が可能です。

24時間・ 365日利用可能で、窓口の混雑もありませんので、お忙しい方や人
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く電子署名・ 電子証明書の添付が不要になります！ ＞ 
令和 3年4月 1日から、労働基準法関係の電子署名及び電子証明書

の添付が不要になります。

イー ガブ

► e-Govもより便利になりましたので、ぜひ一度ご確認ください。

e-Gov 襲
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※記名はしていただく必要があります。

（新様式？旧様式？ ）
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新様式により届け出ることもできます。
疇・．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．► ・

Iゥー 36協定届様式のダ

労働基準関係主要様式

36協定の協定当事者に関する
チェックボックスの新設

► 労働基準監督署に届け出る36協定届について、 ► 36協定の適正な締結に向けて、労働者代表（※）に
使用者の押印及び署名が不要となります。 ついてのチェックボックスが新設されます。

36協定届における押印 ・署名の廃止

※労働者代表 ：事業場における過半数労働組合又は過半数代表者

口
2021/3/31 ~~1/4/1 ． 、>／

こ
※施行日までの間であっても、押印又は署名がなくとも届け出ることができます。
※施行日以後は、旧様式に直接チェックボックスの記載を追記するか、チェックボックスの記載を転記した紙を添付して届け出ることもできます。（裏面を参照）

〇時間外・休日労働が生じるときはどうすればいいの？

l① 労働者代表と使用者で合意のうえ、 36協定（労使協定）を締結

I③ 36協定届を労働基準監督署に届出 I 
マI④ 常時各作業場の見やすい場所への掲示や、書面の交付等の方法により、 労働者に周知

労働者代表 使用者 労働基準監督署

①合意のうえ、締結

＾ 
△, ③36協定届を届出

邑 匿＇ 工匡
②36協定（労使協定）の

鬱：
内容を36協定届に記入

電子申請に よる

届出が可能

►④労働者に周知

36協定届の電子申_,＋ ... 

一竃子

(2020.12) 
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労働時間の延長及び休日の労働は必要最小限にとどめられるべきであり、労使当事
者はこのことに十分留意した上で協定するようにしてください。

なお、使用者は協定した時間数の範囲内で労働させた場合であっても、労働契約法

◆3 6協定で締結した内容を協定届（本様式）に転記して届け出てください。

3 6協定届（本様式）を用いて 36協定を締結することもできます。

その場合には、記名押印又は署名など労使双方の合意があることが明らかとなるような方法により締結することが必要です。必要事項の記載があれば、

時間外労働 労働保険番号

休 日労働
に関する協定届 し立□口Jしェ」I 紐蓄舛 i .- ．． ．．---- ． 

人番号を記載して
表面 様式第 9号（第 16条第 1項関係）

事業の種類 三 社00工場

法人番号 □ロロロロロロロロロロロロ ＜ださい。

事業の所在地（電話番号） 協定の有効期間

6寸象期間が 3 ;\~
月を超える 1年

金属製品製造業

時問外労動をさせる
必要のある具体的事由

受注の集中

業務の種類

(〒000-0000)
この協定が有効と

00市00町1-2-3 （電話番号：ooo-0000 - 0000 l I 0000年4月1日から1年間 なる期間を定めて

延長することができる時間数 ください。 1年間

1年ゆについては360時間ま
とすることが望ま

;?f:）所呵？：)時問し 1日 内悶緊ふ溢宍まこ：，；ついては320時間まで） しいです。

以上の者 （任意） （年月日）
0000年4月1日

1年間の上限時間
定労島時間を浪：労働時間 法定労働時問を所定労働時間を法定労位時問を r定労働時「 を計算する際の起

超える時問数
又る時問 ．超える時朗数

（任意） 超える時間 （任意）
える時問数超える時問 算日を記載してく

（任意） ださい。その 1年

10人 ．5時 間 3時間 3. 5時間 30時間 40時間 250時間 370時間 間においては協定
単位の変形労働 時
時間制が適用さ間
れる労働者につ 外 f） 下記②に諒当しない労働者

製品不具合への対応

いては、②の欄 労 1 臨時の受注、納期変 更

設計

検査

機械組立

10人 ．5時間 2時間 2. 5時間 15時間 25時間 150時間 270時間 ゎらず
の有効期間にかか

、起算日は

20人 ．5時間 2時間 2. 5時間 15時間 25時間 150時間 270時間 同一の日である必
要があります。

に記載してくだ 働
さい。

月末の決算事務 経理 5人 7. 5時 間 3時間 3. 5時間 20時間 30時間 200時間 320時間

' 1年単位の変形労働時OOIPl 棚卸 購買 5人 7.5時 間 3時間 3. 5時間 20時間 30時間 200時間 320時間

-
により労働する労慟者

事由は具体的に 業務の範囲を細分化し、 1日の法定労働時間を超え 1か月の法定労働時間を超える時間数を定めてく
1年の法定労働時間を超える時間数を

労働者の過半数 定めてください。 明確に定めてください。 る時間数を定めてください。ださい。①は45時間以内、②は42時間以内です。
定めてください。①は360時間以内、

で組織する労働
②は320時間以内です。

組合が無い場合 労拗者数 所定休日 労拗させることができる労働させることができる法定
には、36協定 休 休日労働をさせる必要のある具体的享由 業務の種類 （濱18歳） （任意） 法定休日の日数 休日における始業及肉格業の時刻

の締結をする者 日
以上の者

を選ぶことを明 労 受注の集中 設計 10人 土日祝日 1か 月 に1日 8:30~17 :30 
確にした上で 働
投票 ・挙手等の 臨時の受注、納期変更 機械組立 20人 土日祝日 1か 月 に1日 8:30~17:30 ヽ時間外労働と法定

方法で労働者の 休日労働を合計し

過半数代表者を
上記で定める時llfl数にかかわらず、時問外労働及び休日労働を合算した時問数は、 1箇月について 100時問未満でなければな らず、かつ 2笹月から 6笹月までを平均して 80時問を超過しないこ と， た時間数は、月

選出し、選出方 （チェックポックスに要チェック） 100時間未満、 2 

喜雪元尋 ；協定；；；；；ぇ；：0：合：ここ；g：：;.;;；；で］［国';iiこ：；．：；；：；；；［：門：：打言詈塁員已言雪言二塁言詈ご戸了］芝；．7,？i誓胃璽鍔喜
スにチェックが

虚労働者の過半数を代表する者が、労働基準法第 41条第 2り・に規定する監笞又は智理 地｛江ある者でなく 、かつ，同法に規定する協定等をする者を選出するこ とを明らかにして実施される投菜、学手等の方法によ 場合には、有効な

ない場合には る 手院により選出された者であつて使用者の意向に基づさ選出 されたものでないこ ;~~（チェ ッ ク ボック スに妥チェ ッ ク）、一―-----------------------------------------1 協定届とはなりま

言塁 。000年 し ここI}［讐 ：：芦図の霜 □芦悶言I使用者 ：： 孟：；郎4塁塁翌誓□喜はむ誓塁胃 l せん。
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労働基準法に定められた届出 ．．．．．．．．．．．．．．．． 
時間外・休日労働に関する協定届 (36協定届）

就業規則（変更）届出

1年単位の変形労働時間制に関する協定届

51種類

など‘

最抵賃金法に定められた申請 ．．．．．．．．．．．．．．．．． 
最低賃金の減額特例許可の申請など

9種類

令和3年4月から、

① e-Govからアカウントを登録

の2ステップで、届出・申請が可能になります！

これまでは、全ての事業場について1つの過半数労働組合と36協定を締結している場合のみ、本社一括届出が

可能でしたが、

和^3 3月から、 曰ごとに 恒表が異なる日^ であっても、毎子＇主に艮り 36 定の

本社一括届出が可能になります。

労働者代表

A支店：過半数労働組合a

B支店：過半数代表者b

c支店：過半数代表者C

邑

①フォ~:マットに必要事項を入力

使用者

電子申請に限り
本社一括届出可

日
※36協定届は最大30,000事業場、就業規則（変更）届は最大2,500事業場について一度に申請可能です。

申請ファイルには、ファイル数99個、1ファイル50MB、総容量99MBの上限があります。

D支店：過半数労働組合d

労働基準監督署
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✓ 36協定届

J 就業規則（変更）届

✓ 1年単位の変形労働時間制に関する協定届

について受付印を受け取ることができます。

（※イメージ）



電子申請の利用方法

「e-Gov（イーガブ）」のホームページから
電子申請が利用できます。

(https://shinsei.e-gov.go.jp) 
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e-GOV四 拿頭

e-Gov電子申請とは

=子申埠とは、現在紙によって行われている申請や届出などの行政手続を、

電子申請の利用には事前準備が必要です。詳しくは、[e-Gov ＂註遭 で検索してください。

電子申請に関してご不明な点については、以下のお問合せ先にご相談ください。

vQ. e-Govアカウントの取得方法がわからない

vQ.操作方法がわからない

①事前準備や操作方法などに関するお問い合わせ先

e-Gov利用者サポートデスク

まずはe-Gov上の「ヘルプ」や「よくあるご質問」をご確認いただいた上で、ご不明点はe-Govfl」用者サポートデスクにお問合せ下さい。

■電話番号 050-3786-2225（通話料金はご利用の電話回線により異なります。）

■受付時間 4• 6 • 7月平日 午前9時から午後7時まで

土日祝日 午前9時から午後5時まで

5・8~3月 平日 午前9時から午後5時まで（土日祝日、年末年始は休止）

■Webお問合せ https://sh i nsei.e-gov.go.j p/co ntents/contact 

v Q.36協定届に記載する内容など、制度について間きたい

②各届出などに関するお問い合わせ先

労働基準法などに基づく届出なとについてご不明な点があれば、都道府県労働局または労働基準監督署にご相談ください。

【都道府県労働局及び労働基準監督署の連絡先等】

https://www. m h lw.go.j p/kou sei roud oushou/shoza i an na i/ rou d ou kyoku/ 

R労働基準法などの手続に関する電子申請についてのホームページ

労働基準法などの手続に関する電子申請については、以下の厚生労働省ホームページにマニュアル、解説、関連する通達などを

掲載していますので、ご参照ください。

0ホームページは「労基法等 電子」で検索！ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000184033.html 

労基法等電子 ・-..9 

0 【厚生労働省ホームページの進み方】

「ホーム」＞「政策について」＞「分野別の政策一覧」＞「雇用・労働」＞「労働基準」＞「事業主の方へ」＞

「労働基準法等の規定に基づく届出等の電子申請について」

(2021.1) 




